４　学校法人に関する認可・認定等事項提出書類
（１）　寄附行為認可申請書
	年　　月　　日
東京都知事　　　　　　　　　殿
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校法人　○　○　○　○
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設立代表者　　　　　　印
学校法人○○○○寄附行為認可申請書
学校法人○○○○を設立したいので、私立学校法第24条による認可を同法施行規則第３条の関係書類を添えて申請します。




（提出書類）
　　１　寄附行為
　　２　設立趣意書
　　３　設立発起人会決議録（様式１－１）
　　４　設立代表者の履歴書及び誓約書（様式１－３）
　　５　役員の就任承諾書（様式１－25）、履歴書、誓約書（様式１－３）
６　申請時の財産目録（様式１－４）
　　　　付表(1)　財産目録総括表（様式１－５）
　　７  不動産の権利の所属についての登記簿謄本
　　８ 不動産その他主なる財産については、その評価をする十分な資格を有する者の作成した価格評価書（不動産鑑定士による不動産鑑定評価書又は売買契約書写若しくは工事請負契約　　　　書写、公認会計士による財産の価格評価書又は売買契約書写）
    ９　○○学校の設置に要する経費及び初年度の経常経費並びに支払計画を記載した書類（様式１－６）
　　　　付表(1)　創設費の算出基礎表（様式１－７）
　　10  ○○学校の設置に要する経費及び初年度の経常経費の財源の調達方法及びその時期を記載した書類（様式１－８）
　　11　寄附申込書（様式１－９）
    12　負債償還計画書（負債がある場合は、様式１－10を添付すること）
　　13　負債引受承諾書（様式１－11）
　　14  申請年度から完成年度までの事業計画及び予算書（様式１－12・13）
　　　　付表(1)　児童生徒納付金内訳表　（様式１－14）
　　　　付表(2)　人件費支出内訳表　　　（様式１－15）
　　15　学校の位置及び校地、校舎の配置図の概要（様式１－16）
　　16　学校法人の沿革、その他参考となる書類
　　　　付表(1)　学校法人の概要（様式１－17）
　　　　付表(2)　学校法人の事務組織（様式１－18）
        付表(3)　学則等
　　17　学校法人設立要項（様式１－19）
　　18  収益事業概要書（収益事業を実施する場合のみ提出）（様式１－28）

　　19　連絡先（担当者・電話番号・E-Mailアドレス・郵便番号・住所）
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

　【申請の根拠】　私立学校法第24条、私立学校法施行規則第３条
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

　【提出部数】　Ａ４版（Ａ４版で記載できないものについては、Ａ３版）　２部
　　　　　　　　　※認証用が必要な場合は、３部提出すること。
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

　【留意事項】　①「住所」は申請者の主たる事務所の住所とすること。
②「設立代表者」は、設立準備委員会等の場合は設立代表者、設立準備財団の場合は当該財団の理事長とすること。
③「学校法人○○○○」は、設立しようとする学校法人名とすること。
④「設立代表者」の印は、本人の署名（法人にあっては、代表者の署名）をもって代えることができること。
⑤　提出書類２「設立趣意書」には、法人設立の趣旨、経過等を具体的かつ詳細に記述すること。
⑥　学校法人設立の登記完了後に諸登記届を提出すること。
認可事務の流れ

（２）　寄附行為変更認可申請書
	 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
東京都知事　　　　　　　　　殿

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校法人　○　○　○　○
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　　　　　　　印
学校法人○○○○寄附行為変更認可申請書
学校法人○○○○の寄附行為を次のように変更したいので、私立学校法第108条第３項の規定による認可を同法施行規則第44条の関係書類を添えて申請します。




（提出書類）
　　１　寄附行為変更の条項及び事由（様式１－20）
　　２　寄附行為新旧比較対照表（様式１－21）
　　３　寄附行為（新・旧）
　　４　理事会決議録（原本証明）

５　評議員会決議録（原本証明）
　　６　財産目録（様式１－４）

　　　　付表(1)　財産目録総括表（様式１－５）
　　７　不動産の権利の所属についての登記簿謄本
　　８　不動産その他主なる財産については、その評価をする十分な資格を有する者の作成した価格評価書（不動産鑑定士による不動産鑑定評価書又は売買契約書写若しくは工事請負契約　　　　書写、公認会計士による財産の価格評価書又は売買契約書写）
　　９　負債償還計画書（負債がある場合は、様式１－10を添付すること）

　　10  申請年度の前年度の財産目録、貸借対照表及び収支決算書（様式１－４・５及び学校法人会計基準に定める計算書類）
　　11　申請年度から寄附行為変更後２年又は完成年度までの事業計画及び予算書
　　　（様式１－12・13）
　　　　付表(1)　児童生徒納付金内訳表　　　（様式１－14）
　　　　付表(2)　専任教職員等給与額内訳表　（様式１－15）
　　12　○○学校の設置に要する経費及び初年度の経常経費並びに支払計画を記載した書類（様式１－６）
　　　　付表(1)　創設費の算出基礎表（様式１－７）
　　13　○○学校の設置に要する経費及び初年度の経常経費の財源の調達方法及びその時期を記載した書類（様式１－８）
　　14　学校法人の設置する私立学校の位置及び校地の状況を明らかにする図面並びに校舎その他の建物の配置図及び平面図
　　　①学校の位置及び校地の状況を明らかにする図面（案内図）（様式１－16）
　　　②校地、校舎の配置図
　　　③校舎の平面図（当該申請に係る校舎等）
　　15　廃止する学校、課程又は廃止する収益事業に係る財産の処分に関する事項を記載した書類
　　16　学校法人の沿革、その他参考となる書類
　　　　付表(1)　学校法人の概要（様式１－17）
　　　　付表(2)　学校法人の事務組織（様式１－18）
      　付表(3)　学則等
　　17  収益事業概要書（収益事業を新規実施・変更する場合のみ提出）（様式１－28）

  　18　連絡先（担当者・電話番号・E-Mailアドレス・郵便番号・住所）

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

　【申請の根拠】　私立学校法第108条、私立学校法施行規則第44条
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

　【提出部数】　Ａ４版（Ａ４版で記載できないものについては、Ａ３版）　２部
※認証用が必要な場合は、留意事項を参照し、３部提出すること。
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

　【留意事項】　①　提出資料７の書類中「不動産」とあるのは「設置する私立学校又は設置する課程等に係る不動産」をいう。
②　提出資料８の書類中「不動産」とあるのは「開始する収益事業に係る不動産」をいう。
③　登記の変更を伴う場合は、認可及び登記完了後に諸登記届を提出すること。
④　認証用（登記事項の変更に係る場合）として必要な書類
               　　 ア　申請書
　　　　　　　　　　イ　寄附行為変更の条項及び事由（様式１－19）
　　　　　　　　　　ウ　寄附行為新旧比較対照表（様式１－20）
　　　　　　　　　　エ　理事会・評議員会決議録（原本証明）
　　　　　　　　　　オ　寄附行為（新・旧）

⑤　文部科学大臣所轄法人は、文部科学省へ相談すること。
（３）　組織変更認可申請書
	 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
東京都知事　　　　　　　　　殿
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校法人　○　○　○　○
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　　　　　　　　印
学校法人○○○○組織変更認可申請書
学校法人○○○○の寄附行為を次のように変更して、私立学校法第152条第５項の法人から学校法人へ組織変更したいので、私立学校法第152条第７項の規定による認可を同法施行規則第57条の関係書類を添えて申請します。




（提出書類）
　　１　寄附行為変更の条項及び事由（様式１－20）
　　２　寄附行為新旧比較対照表（様式１－21）
　　３　寄附行為（新・旧）
　　４　理事会決議録（原本証明）

５　評議員会決議録（原本証明）
　　６　役員の就任承諾書（様式１－25）、履歴書、誓約書（様式１－３）　　

　　７　組織変更後設置する学校の学則
　　８　申請時の財産目録（様式１－４）
　　　　付表(1)　財産目録総括表（様式１－５）
　　９  不動産の権利の所属についての登記簿謄本
　　10  不動産その他主なる財産については、その評価をする十分な資格を有する者の作成した価格評価書（不動産鑑定士による不動産鑑定評価書又は売買契約書写若しくは工事請負契約書写、公認会計士による財産の価格評価書又は売買契約書写）
　　11　○○学校の設置に要する経費及び初年度の経常経費並びにその支払計画を記載した書類（様式１－６）
　　　　付表(1)　創設費の算出基礎表（様式１－７）
　　12  ○○学校の設置に要する経費及び初年度の経常経費の財源の調達方法及びその時期を記載した書類（様式１－８）
　　13　負債償還計画書（負債がある場合は、様式１－10を添付すること）
　　14　申請年度前年度の財産目録・貸借対照表及び収支決算書
　　　（様式１－４・５及び学校法人会計基準に定める計算書類）
　　15　申請年度から組織変更後完成年度までの事業計画及び予算書（様式１－12・13）
　　　　付表(1)　児童生徒納付金内訳表　　　（様式１－14）
　　　　付表(2)　専任教職員等給与額内訳表　（様式１－15）
　　16　学校の位置及び校地、校舎の配置図の概要（様式１－16）
　　17　学校法人の沿革、その他参考となる書類
　　　　付表(1)　学校法人の概要（様式１－17）
　　　　付表(2)　学校法人の事務組織（様式１－18）
  　　　付表(3)　学則等
　　18　組織変更要項（様式１－19）
　　19　連絡先（担当者・電話番号・E-Mailアドレス・郵便番号・住所）
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

　【申請の根拠】　私立学校法第152条第７項、私立学校法施行規則第57条
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

　【提出部数】　Ａ４版（Ａ４版で記載できないものについては、Ａ３版）　２部
　　　　　　　　　※認証用が必要な場合は、留意事項を参照し、３部提出すること。
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

　【留意事項】　①「住所」は申請者の主たる事務所の住所とすること。
②　準学校法人が新たに学校教育法第１条に規定する学校を設置する場合、又は学校法人が専修学校、各種学校のみを設置する法人となる場合は、組織変更認可申請を要する。
③　登記の変更を伴う場合は登記終了後に諸登記届を提出すること。
④　認証用（登記事項の変更に係る場合）として必要な書類
               　　 ア　申請書
　　　　　　　　　　イ　寄附行為変更の条項及び事由（様式１－20）
　　　　　　　　　　ウ　寄附行為新旧比較対照表（様式１－21）
             　　   エ　理事会・評議員会決議録（原本証明）
　　　　　　　　　　オ　寄附行為（新・旧）
（４）　解散認可申請書
	 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
東京都知事　　　　　　　　　殿
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校法人　○　○　○　○
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　　　　　　　　印
学校法人○○○○解散認可申請書
学校法人○○○○を次の事由により解散したいので、私立学校法第109条第３項の規定による認可を同法施行規則第47条の関係書類を添えて申請します。

記

   事由　理事会における理事総数の３分の２以上の議決（及び評議員会の議決）




（提出書類）
　　１　解散の理由書（解散の理由及び時期について詳細に記載すること。）
　　２　理事会、評議員会決議録（法第109条第１項第１号に規定する手続又は寄附行為所定の手続を経たことを証する書類）
　　３　寄附行為
　　４　財産目録（様式１－４）

付表(1)　財産目録総括表（様式１－５）
　　５　不動産の権利の所属についての登記簿謄本
　　６　残余財産の処分に関する事項を記載した書類
　　７　学校法人の沿革、その他参考となる書類
　　　　付表(1)　学校法人の概要（様式１－17）
　　　　付表(2)　学校法人の事務組織（様式１－18）
  　　　付表(3)　学則等
　　８　解散要項（様式１－27）
　　９　連絡先（担当者・電話番号・E-Mailアドレス・郵便番号・住所）
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

　【申請の根拠】　私立学校法第109条第３項、私立学校法施行規則第47条
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

　【提出部数】　Ａ４版（Ａ４版で記載できないものについては、Ａ３版）　２部
　　　　　　　　　※認証用が必要な場合は、留意事項を参照し、３部提出すること。
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

　【留意事項】　①　当該法人の寄附行為で、例えば「理事の４分の３以上」と規定している場合、あるいは「評議員会の議決（同意）も要する」としている場合は、その寄附行為の定めによる。
②　認証用（登記事項の変更に係る場合）として必要な書類
                　　ア　申請書
　　　　　　　　　　イ　理由書
　　　　　　　　　　ウ　理事会・評議員会決議録（原本証明）
　　　　　　　　　　エ　財産目録
　　　　　　　　　　オ　残余財産の処分に関する事項を記載した書類

　　　　　　　　　③　学校法人解散の登記完了後に諸登記届を提出すること。
　学校法人の解散事由
	区　分
	解  散  の  事  由
	手　　　続

	第１号
	理事総数の３分の２以上の同意及び寄附行為で更に評議員会の議決を要するものと定められている場合には、その議決
	認　可　申　請

	第２号
	寄附行為に定めた解散事由の発生
	届　　　　　出

	第３号
	目的たる事業の成功の不能
	認　可　申　請　　　　

	第４号
	学校法人又は私立学校法第152条第５項の法人との合併
	合併認可申請

	第５号
	破産手続きの開始
	届　　　　　出

	第６号
	第135条第１項の規定による所轄庁の解散命令
	知事の解散命令


（５）　合併認可申請書
	 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
東京都知事　　　　　　　　　殿
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校法人　○　○　○　○
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　　　　　　　　印
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校法人　○　○　○　○
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　　　　　　　　印
学校法人合併認可申請書
学校法人○○○○と学校法人○○○○を合併したいので、私立学校法第126条第３項の規定による認可を同法施行規則第48条の関係書類を添えて認可申請します。




（提出書類）
　　１　合併理由書（合併の理由及び時期については、詳細に記載すること。）
　　２　理事会・評議員会決議録（私立学校法第126条第１項及び第２項の手続又は寄附行為の所定の手続を経たこと証する書類）
　　３　合併により新たに学校法人を設立する場合においては、申請者が私立学校法第129条の規定により選任された者であることを証する書類
　　４　合併契約書
　　５　合併後存続する学校法人又は合併によって設立する学校法人の寄附行為
　　６　合併前の各学校法人の寄附行為
　　７　合併後存続する学校法人又は合併によって設立する学校法人の役員の就任承諾書（様式１－25）、履歴書、誓約書（様式１－３）　　
　　８　合併前の各学校法人の財産目録（様式１－６）

　　　　付表(1)　財産目録総括表（様式１－７）
　　９　不動産の権利の所属についての登記簿謄本（合併前）
    10　不動産その他主なる財産については、その評価をする十分な資格を有する者の作成した価格評価書（合併前）
　　　（不動産鑑定士による不動産鑑定評価書又は売買契約書写若しくは工事請負契約書写、公認会計士による財産の価格評価書又は売買契約書写）
　　11　合併前の各学校法人の貸借対照表
　　12  合併後２年の事業計画及びこれに伴う予算書（様式１－12・13）
　　13　合併後存続する学校法人又は合併によって設立する学校法人の設置する私立学校の学則
　　14　合併前の各学校法人の設置する私立学校の位置及び校地の状況を明らかにする図面並びに校舎その他の建物の配置図及び平面図
　　　(1)学校の位置及び校地の状況を明らかにする図面（案内図）（様式１－16）
　　　(2)校地、校舎の平面図
　　　(3)校舎の平面図（当該申請に係る校舎等）
　　15　合併前の各学校法人の沿革その他参考となる書類
　　　付表(1)　学校法人の概要（様式１－17）
　　　付表(2)　学校法人の事務組織（様式１－18）
      付表(3)  学則等
　　16　連絡先（担当者・電話番号・E-Mailアドレス・郵便番号・住所）
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

　【申請の根拠】　私立学校法第126条第３項、私立学校法施行規則第48条
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

　【提出部数】　Ａ４版（Ａ４版で記載できないものについては、Ａ３版）　２部以上
　　　　　　　　　※認証用が必要な場合は、留意事項を参照し、３部提出すること。
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

　【留意事項】　①　合併により新たに学校法人を設立する場合は、「学校法人○○○○と学校法人○○○○が合併して学校法人○○○○を設立したいので」とすること。
②　合併により学校法人を設立する場合においては、私立学校法第129条の規定により、合併の当事者である学校法人又は準学校法人（私立学校法第152条第５項法人）においてそれぞれ選任された者が共同して行うこと。
③　認証用（登記事項の変更に係る場合）として必要な書類
ア　合併認可申請書
イ　理由書

ウ　理事会・評議員会決議録（原本証明）
エ　合併後存続する学校法人又は合併によって設立する学校法人の寄附行為
オ　合併前の財産目録
④　文部科学省所轄法人と合併する場合は、東京都知事から文部科学大臣宛てに進達が必要となるので、進達願及び申請書類のデータ一式を提出すること。

⑤　学校法人合併の登記完了後に諸登記届を提出すること。
（６）　進達願
	 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　　　年　　月　　日

東京都知事　　　　　　　　　殿

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 住　所
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　学校法人　○　○　○　○
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　理事長　　　　　　　　　印
進    達    願
○○○○のため、私立学校法施行令第８条の規定により、文部科学大臣あて進達願います。




------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

　【根　　　拠】　私立学校法施行令第８条
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

　【提出部数】　２部（学校法人用、東京都用）

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

　【留意事項】　①必要な提出書類については、文部科学省へ確認すること。
